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預金 

会社概要 

《足利銀行と足利ホールディングスの沿革》 《足利銀行の貸出金及び預金の分布》 

《栃木県及び近隣県における店舗数》 

　栃木県 111か店

　群馬県 15か店

　埼玉県 16か店

　茨城県 8か店

　その他 2か店

栃木県 

56％ 東京都 
16% 

埼玉県 
12% 

群馬県 
10% 

茨城県 
5% 

福島県 
1% 

貸出金 
1895年10月 足利銀行が栃木県足利市で営業開始 

1967年 2月 本店を栃木県宇都宮市に新築移転 

1985年 9月 現・企業理念制定、CI導入 

2003年11月 特別危機管理開始決定 

2008年 7月 当社が足利銀行の全株式を取得、再民営化 

2013年 4月 中期経営計画「チャレンジ120」スタート 

2013年12月 東証一部に上場 

(2014/3末現在) 

(2014/3末現在) 

《主要財務指標》 

13位 

15位 

(億円) 

（銀行単体） 2012/3期 2013/3期 2014/3期 

業務粗利益 818 810 799 

コア業務純益 227 257 296 

経常利益 255 268 354 

貸出金 36,410 37,752 40,073 

預金等 48,561 49,630 51,839 

OHR 66.1% 61.3% 61.2% 

不良債権比率 3.32% 3.20% 2.81% 

職員数 2,788人 3,116人 3,006人 

（HD連結） 

当期利益 171 154 243 

自己資本比率 9.47% 9.70% 8.49% 



企業理念と行動指針 
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《企業理念》 

《行動指針》 



足利銀行のあゆみとシンボル 
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現在の本店（昭和４２年移転・宇都宮市） 

【昭和６０年頃】 

初代本店（現足利市） 

【明治２８年頃】 
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営業基盤と広域ネットワーク 

栃木県 順位 群馬県 順位 茨城県 順位 埼玉県 順位

① 県内総生産(2010年) 7.8兆円 17 7.4兆円 18 11.1兆円 11 20.1兆円 5

② 人口(2012年) 1,992千人 19 1,992千人 18 2,943千人 11 7,212千人 5

③ 一人当たり県民所得
　　　　　　　　(2010年)

2,938千円 6 2,716千円 21 2,978千円 5 2,782千円 15

④ 事業所数(2012年) 89,329所 19 93,871所 17 118,369所 12 245,339所 5

《栃木県と近隣県の経済力》 

《成長ポテンシャルの高い北関東エリア》 

新幹線 

高速道路 

＜地理的優位性＞ 
首都圏北部に位置。 

2020年東京オリンピックに向けての
需要拡大、経済波及期待。 

＜交通インフラ形成＞ 

茨城、栃木、群馬を結ぶ「北関東自
動車道」全線開通。 

交通ネットワーク整備が進む。 

＜豊富な観光資源＞ 

「日光二社一寺」に加えて、「富岡
製糸場と絹産業遺産群」が世界遺産
登録へ。 

当行店舗 ● 

《足利銀行の広域ネットワーク》 
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マザーマーケット 「栃木県」 の魅力 

●大手企業や技術力の高い中小企業が集積 

●製造品出荷額等は全国15位（H24年） 

●出荷額全国１位（主な品目、H22年） 
  ・木質系プレハブ住宅 

  ・電気機械器具用品 

  ・シャッター 

  ・歯科用機械器具 

  ・カメラ用交換レンズ 

  ・医療用X線装置   

●首都圏の食料供給基地 

●農業産出額は全国8位（H24年） 

●いちごは45年連続収穫量日本一 

●農業産出額上位（主な品目、H23年） 
  ・乳牛         2位（ 1位  北海道） 

  ・もやし     1位 

  ・にら         2位 （1位  高知県） 

  ・二条大麦 1位 

  ・そば         2位 （1位  北海道）  

【出所】栃木県県民生活部広報課「とちぎの魅力・実力ランキング」、統計課より作成 

《ものづくり県 とちぎ》 《首都圏の食のオアシス》 

《地元企業の景況感》 

●4～6月は大幅悪化も、先行き改善の見通し   

【出所】あしぎん総合研究所「第164回あしぎん景況調査」 

出所：経済産業省、栃木県統計課「平成24年経済センサス活動調査（製造業）結果」

輸送機械, 18.2%

化学, 9.3%

飲料・たばこ, 8.5%

情報機械, 7.5%

食料品,
6.0%

プラスチック,
3.8%

電気機械,
5.2%

生産機械,
5.3%

金属, 5.1%

非鉄, 5.0%

他の14業種, 24.2%

18.2%

9.4%

3.3%

3.6%

8.4%

3.8%
5.2%5.3%4.0%

3.2%

35.6%

外円：栃木県

内円：全国

製造品出荷額等の産業別構成比（栃木県と全国の比較）
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挫折と再生、成長回復の軌跡 

2003 2008 2013 

①一時国有化
による 再生期 

②再民営化による
成長回復期 

③飛躍期 

2013年5月 
新中期経営計画公表 

2008年5月 
事業計画公表 

2003年11月 
預金保険法102
条1項3号認定 

債務超過・ 
一時国有化 

2008年7月 受皿移行 

リーマン 

ショック 

東日本 

大震災 

2008年4月 足利HD設立 

2011年7月  
基幹システムを地銀
共同センターに移行 

2012年4月 
事務系子会社内製化 

2013年12月 
東証一部上場 

預金等残高 

（兆円） 4.9 4.9 

4.4 

4.3 4.3 4.3 4.3 

4.5 

4.8 

4.2 

4.6 

信用力の更なる向上 

資金調達手段の多様化 

  ⇒資本の質の向上 

 ⇒成長のための 

リスクテイク 

海外展開への足掛り 

地元シェア拡大とフロ 

  ンティア拡大 

ダウンサイドリスク払拭
とシェア回復 

資産健全化
と経費削減 
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地銀第 13位 

《預金等残高の推移》 

（兆円） 

《貸出金残高の推移》 

（兆円） 
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預金等残高 
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大きく進んだ資産の健全化 

※地公体除く、個社別残高（末残） 

《2004/3末 同上》  

《2009/3末 同上 》  

（億円） 

（億円） 

（億円） 

正常債権 不良債権 

《2014/3末 貸出残高 上位200社 》  

2004/3末 



不良債権比率は２％台に 

7,348 

3,987 

2,490 

1,835 
1,469 1,502 

1,264 1,190 1,223 1,225 1,144 

20.31% 

12.27% 

7.64% 

5.60% 
4.44% 4.31% 

3.71% 3.39% 3.32% 3.20% 2.81% 

04/3末 05/3末 06/3末 07/3末 08/3末 09/3末 10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 

要管理債権 危険債権 破綻更生債権等 不良債権比率 

《金融再生法開示債権の推移》 （億円） 
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2014年3月期決算のハイライト 

 
住宅ローンは年間2,000億円超の新
規実行。残高は年率＋10％。 

中小企業は横ばいから増加基調
へ。 

(1)貸出金は大幅増で4兆円台へ 

 
投信を中心に預り資産手数料は年

率＋17％の伸び。 

法人向け手数料も増加し、役務取引
等利益は過去最高益に。 
 

(2)役務利益は過去最高水準 

 
主要施策の徹底したプロセス管理。 

営業推進手法の標準化で組織の業
務推進力を強化。 
 

(3)工程表管理の全行的展開 

 
成長地域への店舗・住宅ローン拠点

展開と人員の傾斜配分。 

医療・介護、無担保ローン、ＰＦＩ等、
成長分野への対応を強化。 
 

(4)フロンティア拡大に向けた対応 

 
 IT活用と業務プロセス改革による事

務量削減。 

経費の更なる圧縮。 

(5)業務プロセス改革の着実な進展 

 
 ＩＰＯの実現と普通株増資。 

優先株式の全額消却。 
 

(6)株式上場と自己資本の質の向上 
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決算概要 

(億円）
12/3期
実績

13/3期
実績

14/3期
実績

前期比 増減率

① ② ②－① (②-①）/①

818 810 799 △ 11 △1.4%

768 754 786 +31 +4.2% P.13

541 497 489 △ 7 △1.5% P.27

277 313 310 △ 3 △1.1%

227 257 296 +38 +15.1%

38 45 74 +28 +64.0%

17 △ 7 123 +131 ―

255 268 354 +85 +31.8%

254 246 321 +75 +30.6%

株式等損益

当期純利益

実質業務純益

経常利益

コア業務純益

業務粗利益

コア業務粗利益

経費

与信関係費用

《足利銀行単体損益》 

《足利ホールディングス連結損益》 

(億円）
12/3期
実績

13/3期
実績

14/3期
実績

前期比 増減率

① ② ②－① (②-①）/①

1,012 983 1,080 +96 +9.8%

831 822 823 +1 +0.2%

624 581 575 △ 6 △1.0%

50 56 78 +21 +38.2%

5 △ 12 111 +124 ―

172 186 282 +95 +51.2%

171 154 243 +89 +57.8%

経常収益

経常利益

連結粗利益

営業経費

与信関係費用

株式等損益

当期純利益
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627 638 

121 143 

847 
797 768 754 

786 

12.3% 12.2% 
13.8% 

16.0% 
18.2% 

10/3期 11/3期 12/3期 13/3期 14/3期 

役務取引等利益 

資金利益 

役務取引等利益／コア業務粗利益 

コア業務粗利益は反転増加へ 

 コア業務粗利益は、前期比＋31億円の786億円。 
 うち資金利益は前期比＋10億円の638億円、役務取引等利益は前期比＋22億円の143億円。 

《コア業務粗利益の推移》 （億円） 《資金利益と役務取引等利益の内訳》 （億円） 

(億円）
12/3期
実績

13/3期
実績

14/3期
実績

前期比

① ② ②－①

資金利益 653 627 638 +10

貸出金利息 596 566 555 △ 10

有価証券利息配当金 93 87 106 +18

預金支払利息（△） 38 29 24 △ 4

(億円）
12/3期
実績

13/3期
実績

14/3期
実績

前期比

① ② ②－①

役務取引等利益 106 121 143 +22

役務取引等収益 164 179 201 +22

うち預り資産関連手数料 46 58 68 +10
うちローン関連手数料 28 33 43 +10
うち機械・為替 84 83 87 +3

役務取引等費用 58 58 58 +0

うち住宅ローン団信保険料 32 32 31 △ 1
うちATM関連 14 15 16 +1
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業務粗利益の増減要因 

 資金利益＋10億円のうち、貸出要因△10億円、預金等要因＋4億円、有価証券要因＋18億円。 
 役務取引等利益＋22億円のうち、投信販売等の窓口関連＋10億円、ローン関連＋10億円等。 
 その他業務利益△44億円のうち、国債等債券売却益△42億円。 

《業務粗利益増減要因（前期比）》 

810 
億円 

 
 
 
 

799 
億円 

 
 
 
 

 
 
 
 

預金等 
平残 
要因 

△1 

△45 

貸出 
利回り 
要因 

 
有証 
平残 
要因 

13/3期 14/3期 

（億円） 

貸出 
平残 
要因 

＋34 

 
預金等 
利回り 
要因 

＋5 

有証 
利回り 
要因 

貸出要因 

△10 

預金等要因 

＋4 

有価証券要因 

＋18 

＋12 

＋6 

窓口 
関連 

 
機械・
為替他 

＋10 

＋2 

ローン 
関連 

＋10 

資金利益 
638億円（＋10億円） 

役務取引等利
益 143億円
（＋22億円） 

その他業 
務利益 
 17億円 
(△44億円） 

 
国債等
債券売
却益 

△2 

△42 

 
 

他 

△11 



預金等は５兆円を突破、貸出金は４兆円台を回復 

 預金等末残は、個人、法人、譲渡性預金とも増加し、前期末比＋2,208億円の5兆1,839億円（年率＋4.4％）。 
 貸出金末残は、個人・法人とも増加し、前期末比＋2,320億円の4兆73億円（年率＋6.1％）。 

《預金等残高の推移（末残）》 （億円） 

34,492 

11,123 

3,963 

2,260 

45,055 
46,466 

48,561 
49,630 

51,839 

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 

個人 法人 公金＋金融 譲渡性預金 

※流動性比率＝流動性（当座・普通・貯蓄・通知）預金÷預金末残        15 

15,449 

19,573 

5,049 
33,659 34,732 

36,410 
37,752 

40,073 

74.7% 74.7% 75.0% 
76.1% 

77.3% 

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 

個人 法人 公金＋金融 預貸率 

《貸出金残高の推移（末残）》 （億円） 

※預貸率＝貸出金末残÷預金等末残 
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預り資産は販売額・手数料とも大きく増加 

 14/3期の預り資産販売は、投資信託を中心に1,941億円となり、関連手数料も大幅に増加（年率＋16.9％）。 

《預り資産販売額の推移》 （億円） 

1,283 

490 

166 

1,162 1,118 

1,448 

1,794 

1,941 

10/3期 11/3期 12/3期 13/3期 14/3期 

株式投信 

生命保険（一時払） 

債券 

《預り資産関連手数料の推移》 （億円） 

28.4  

18.3  

20.6  

42.3  40.6  

46.3  

58.4  

68.3  

10/3期 11/3期 12/3期 13/3期 14/3期 

投信販売 信託報酬 

保険 債券 

《ＮＩＳＡ口座獲得状況》 

申込受付数 46,572件  （6月16日現在の口座稼働率は27.8％） 

（2014/3末現在） 

口座開設数 42,429件 
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自己資本比率と資本構造の変化 

 自己資本比率は、14/3期末よりバーゼルⅢ国内基準が適用開始。HD連結で8.49％。 
 資本構造はIPOを含む一連の資本政策により大きく変化。前期中に配当負担の大きかった優先株式はすべて取

得・消却済。劣後ローンも借り替えにより支払金利負担を圧縮。 

《HD連結ベースの自己資本比率》 （億円） 

バーゼルⅡ バーゼルⅢ 

1,466 

1,850 
2,098 

2,362 
2,529 

2,347 

5.75% 
7.63% 

8.63% 
9.47% 9.70% 

8.49% 

09/3末 10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 

自己資本額 自己資本比率 

2013年3月末 

普通株式 
 

優先株式 

750 

劣後 
ローン 

800 
期限付5年 

700 
 

永 久 
100 

(7.56%） 

支払負担 

90 

△750 

2014年3月末 

劣後 
ローン 

800 

普通株式 
 
 

支払負担 

18 

△72 

期限付5年 
400 

 
期限付7年 

300 
 

永 久 
100 

配当開始 
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2015年3月期 業績見通し 

2015年3月期のコア業務粗利益は若干の減少を見込む（貸出金；利回り低下の影響をボリューム増加でカバー、有
価証券；分散投資によるインカム水準の引き上げ、役務利益；預り資産販売の増加ペースが一服）。 

コア業務純益は経費圧縮等により前期同水準を見込む。経常利益・当期利益は、株式売却益の減少等によりBK単
体・HD連結とも経常利益・当期利益は反落。 

(億円）
14/3期
実績

15/3期
計画

増減額

① ② ②－①

799 777 △ 22

638 638 +0

143 131 △ 12
その他業務利益 17 8 △ 9

国債等債券損益 13 5 △ 8

786 772 △ 13

489 481 △ 8

296 290 △ 5

354 254 △ 100

321 171 △ 150当期純利益

経常利益

コア業務純益

業務粗利益

資金利益

役務取引等利益

コア業務粗利益

経費

《足利銀行単体》 

(億円）
14/3期
実績

15/3期
計画

増減額

① ② ②－①

1,080 920 △ 160

823 792 △ 30

575 567 △ 7

78 51 △ 27

111 5 △ 106

282 180 △ 102

243 150 △ 93当期純利益

経常収益

経常利益

連結粗利益

営業経費

与信関係費用

株式等損益

《足利ホールディングス連結》 

（億円） 

797 768 754 786 772 

281 227 257 296 290 

11/3期 12/3期 13/3期 14/3期 15/3期 

コア業務粗利益 コア業務純益 

《BK単体：コア業務粗利益・コア業務純益》 

《今後の配当方針》 

　今後の配当方針 2014/3期 2015/3期・予想

　　年間配当 ４円 ８円

　　配当性向（連結） ５．７％ １７．７％

　ご参考

　　ＲＯＥ （株主資本利益率）

　　ＢＰＳ （１株あたり純資産）

　　ＥＰＳ （１株あたり利益）

2014/3期 （連結）

　９．１％

　　　　　　７２３．５８円

　　　　　　　６９．８５円
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中期経営計画の概要 

中期経営計画「チャレンジ１２０」 ～創業１２０年に向けた果敢なる挑戦～ 

基
本
戦
略 

取引基盤の盤石化（貸出、預金等取引シェア拡大）・・・資金利益維持・増大 

重
要
経
営
目
標 

3.4  3.6  

11 12 15

貸出金(平残） 

4.6  4.8  

11 12 15

預金等(平残） （兆円） 

227 257 
172 186 

11 12 15

コア業務純益 HD経常利益 

769 754 
541 497 

11 12 15

コア業務粗利益 経費 

県内 
シェア 

 45％  

県内 
シェア 

 40％  

ＯＨＲ 

 61％  

(年度) 

（兆円） 

（億円） （億円） 

(年度) 

(年度) (年度) 

多様なニーズに対応するコンサルティング力充実・発揮・・・対個人・法人の手数料増強 

経営効率化による経営体質強化・・・ＯＨＲ引下げ 

営業基盤の拡大（埼玉等への新たな拠点展開検討）・・・成長ポテンシャル取込み 

基本コンセプト コア業務純益の増大 

4.0 5.0 

296 
478 190 

774 



4,002 

3,889 
3,843 

3,919 

4月 6月 9月 12月 3月 

12年度 13年度 

10,974 

11,335 

11,156 

11,789 

4月 6月 9月 12月 3月 

12年度 13年度 

《コア8,000先 月次平残推移》 （億円） 
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法人部門の取組み（１） 

コア取引先とのリレーション強化 

 利回りを確保できる貸出先に対する
リスクテイク 

 2011年～2013年に大きく減少 

 利回り2.0%＞法人平均1.37％（2013/3月） 

 本部内に「ミドルリスク担当者」任命 

 工程表により月次進捗管理 

ミドルリスク先への取組強化 

 コア8,000社を対象に個社別取組方針、
取引シナリオを策定 

 「営業支援システム」への情報集約 

 営業推進手法の標準化・高度化 

 工程表に基づく月次ＰＤＣＡ管理 

 営業推進プロセスの「見える化」 

※コア8,000先＝売上2億円以上もしくは貸出50百万円以上（新規先含） 

《ミドルリスク先 月次平残推移》 

＋76 

（億円） 

※ミドルリスク先＝正常先の一部＋要注意先の一部（要管理先除く） 

 2013年4月より、独自の工程表に基づくプロセス管理を全行的に展開。 
 コア取引先は2012年6月を底に反転し増加基調で推移。ミドルリスク先も2013年6月を底に反転。 

＋1,057 



18,868 
19,803 20,256 20,334 

21,560 

13,643 14,045 13,924 13,928 
14,906 

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 

事業性貸出 

うち中小企業（個事含） 

 中小企業貸出は、各種営業施策のプロセス管理の強化等により、横ばいから増加基調へ。 
 コア取引先に加え、医療・介護等の成長分野、アパートローン等も月次ベースでの増加基調が定着。 

《事業性貸出》 （億円） 

※事業性貸出＝大・中堅企業＋中小企業（個人事業主含む） 

法人部門の取組み（２） 

《医療・介護向け貸出 月次平残推移》 

864 869 

872 

983 

4月 6月 9月 12月 3月 

12年度 13年度 

（億円） 

＋114 
(+13.1%) 

《アパートローン 月次平残推移》 （億円） 

1,122 
1,150 

1,165 

1,329 

4月 6月 9月 12月 3月 

12年度 13年度 

＋179 
(+15.5%) 

       21 



       22 

法人部門の取組み（３） 

 ソリューションビジネスの強化 

 海外ビジネス支援 

（億円） 

20
122

190
141

6

15件 7件

118
件

187
件

155
件

09 10 11 12 13

（億円） 

(年度) 

(年度) 

 資金需要発掘 

406 
703 735 

570 

986 

1件  4件  10件  
22件  32件  

9 10 11 12 13

中国・香港 449先 

タイ 97先 

インドネシア 31先 

ベトナム 49先 

取引先の海外進出状況（2013年） 
 918先（うちアジア764先） 

シ・ローン（組成額・件数） 

私募債の引受（金額・件数） 

事業承継/Ｍ＆Ａ 

相談受付95件 ⇒ 成約5件 

ＡＢＬ（動産・売掛金担保融資） 

43件／88億円 （2014/3末） 

「中国銀行（中国）」「カシコン銀行（タイ王国）」「ベトコム銀行
（ベトナム）」「インドステイト銀行（インド）」「メトロポリタン銀行
（フィリピン）」「CIMBニアガ銀行（インドネシア、協力銀行） 

情報提供／進出支援 海外銀行との提携強化 

ビジネスマッチング 

６次産業化支援 

ＰＦＩ／地域経済活性化 

「とちまる６次産業化成長応援ファ
ンド」の組成、セミナー開催 

各種展示・商談会の開催等 
栃木県内PFI事業への参画他 

アジアへの販路拡大等各種セミナー開催 

「日中ものづくり商談会＠上海2013」の開催 
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個人部門の取組み（１） 住宅ローンは年率約10％の増加 

 住宅ローンは、年間10,000件超、上期・下期とも1,000億円を超える新規実行により、残高は前期末比＋1,266億円
の1兆4,251億円（年率＋9.7％）。 

《住宅ローン実行額・件数の推移》 
（億円） 

1,002 

1,137 1,390 

1,084 
1,270 

1,729 

2,139 6,889 
5,743 

6,640 

8,565 

10,205 

10/3期 11/3期 12/3期 13/3期 14/3期 

上期実行額 下期実行額 

実行件数（通期） 

《住宅ローン残高・取引件数の推移》 

11,780 11,882 
12,183 

12,985 

14,251 

80,937 81,289 
82,988 

86,465 

91,394  

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 

住宅ローン残高 取引件数 

（億円） 

前年比＋1,266 
（年率＋9.7％) 

拠点展開・人員増強による営業強化 

 ローンセンター新設（高崎・熊谷）、ローン推
進室さいたま設置 

 既存拠点の人員増強（前橋・大宮・つくば等） 

住宅ローン 
増加額 

地銀第 2 位 
(2014/3期） 



個人部門の取組み（２） 預り資産 

 個人預り資産は、投資信託と保険が増加する一方、債券が減少し、前期末比△46億円の6,983億円。 
 金融商品販売への注力により、株式投信残高は地銀第４位の水準へ。 

《個人預り資産の推移 (末残）》 （億円） 

2,820 

2,728 

1,434 
6,144 6,282 6,452 

7,029 6,983 

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 

債券 保険 投資信託 

株式投信残高 

地銀第 4 位 
(2014/3末） 

金融商品販売への一層の注力 

 預り資産販売者（約270名）の教育・訓練 

 保険・証券会社との協力体制 

 タブレット（販売支援ツール）の導入拡大
（300台） 

 NISA獲得による囲い込み 
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（億円）

Ｎｏ 銀行名 残高 銀行名 残高 前期末比

1 B 4,974 A 5,216 117

2 A 4,542 B 3,493 △ 96

3 E 3,081 C 3,011 △ 83

4 C 3,060 足利 2,908 113

5 I 2,991 D 2,669 △ 194

6 D 2,983 E 2,655 30

7 G 2,972 F 2,491 64

8 J 2,700 G 2,423 △ 151

9 足利 2,530 H 2,177 △ 5

10 H 2,358 I 2,062 △ 267

2014/3末2010/3末

【他行比較】株式投信残高（個人＋法人） 
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個人部門の取組み（３） 無担保ローン 

 無担保ローン残高は、前期末比△1億円の270億円、うちマイカーL＋5億円、教育L±0億円、カードL△6億円。 
 2013年10月からの新商品投入・販促強化等により、各商品ともマイナストレンドから反転し増加基調で推移。 

《無担保ローン残高の推移(末残）》 （億円） 

59 

23 

188 

331 
305 

284 271 270 

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 

カードローン 教育ローン マイカーローン 

《マイカー・教育・カードローン月次平残推移》 
（億円） 

無担保個人ローンの増強 

 【新商品等】マイカー・教育ローンの商品性
見直し、外部保証付カードローン投入 

 【新チャネル 】 WEB受付ページの新設 

282 

266 266 

266 

4月 6月 8月 10月 12月 2月 

12年度 

13年度 

《インターネット（ＷＥＢ） 申込みサイト》 
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個人部門の取組み（４） 家計のメイン化 

《個人金融資産（末残）、インバン契約先数》 （億円） 

34,357 

135 

6,983 37,170 
38,306 39,092 

40,400 
41,476 

99千人  
111千人  

131千人  

152千人  
172千人  

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 

個人預り資産 個人外貨預金 

個人円預金 契約先数 

0.5 1.3
2.3

3.2
4.3

53千人

86千人

127千人

155千人

104千人

10/3期 11/3期 12/3期 13/3期 14/3期

《本体クレジットカード（収入・会員数）》 （億円） 

《給与振込・年金受取》 

子会社合算
の会員数 

 248千人 

572 570 569 568 571 

181 186 192 196 198 

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 

給振 年金 

（千人） 

 給与振込・年金受取、クレジットカード、個人インターネットバンキング等の基盤項目はそれぞれ順調に増加してお
り、個人金融資産も堅調に推移。 

 家計のメイン化推進、遺言信託等富裕層のニーズへの対応強化、顧客接点・チャネルの充実・多様化に取組中。 
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266 

201 

496 515 
541 

497 489 

53.0% 

59.9% 

66.1% 

61.3% 61.2% 

10/3期 11/3期 12/3期 13/3期 14/3期 

人件費 物件費 税金 OHR

業務プロセス改革による効率化と営業人員の充実 

 経費は、前期比△7億円の481億円。うち、人件費は△6億円の266億円、物件費は△1億円の201億円。 
 15/3期は、必要な投資を実施しつつ、消費税増税の影響を吸収のうえ、経費全体では△8億円の481億円を計画。 

《経費・OHRの推移》 （億円） 

ペーパーレス 

事務集中化 

事務簡素化 

業務プロセス改革（2012年10月～2016年3月） 

人員数 ▲500名 

進捗：6割強 

事務量 ▲35％ 

電子システムの高度利用 

ＩＴ活用 

地銀共同センターへの勘定
系システム移行（2011年7月） 

投信基幹システム切替
（2013年9月） 

営業支援システム高度化
（継続実施） 

預貸事務等 

の効率化 

預り資産事務 
の合理化 

ＣＲＭ高度化 

進捗：5割強 
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地域への貢献～ビジネスマッチング(販路拡大支援)～ 

《地方銀行 フードセレクション2013》 

《ものづくり企業展示・商談会2013》 

当行含む地方銀行３８行共同に
よる開催（H25.10） 

当行からの出展企業２８社 

県内信金・信組との共同による開
催（H25.11） 

出展企業１９３社 

《とちぎ食の展示・商談会 2014》 

栃木県との共同による開催（H26.1） 
出展企業１８２社 

《その他のビジネスマッチング》 

高速道路のＳＡ・ＰＡを管轄するネクセリア東日本㈱、
およびＳＡ・ＰＡのレストラン・売店運営会社と、食品関
連企業に対象を絞ったミニ商談会（出展企業計２３ 
社、H25年度４回開催）。 
 

当行を含む地方銀行および自治体など４１団体が共
催、ファクトリーネットワークチャイナの主催による「日
中ものづくり商談会＠上海2013」（H25.9開催） 
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地域への貢献 ～ＣＳＲ（国際交流・環境保全）～ 

《公益財団法人あしぎん国際交流財団》 

昭和60 年に設立した「あしぎん国際交流

財団」では、栃木県を中心とする地域で学

ぶ海外からの私費留学生や研修生、地域

の国際交流団体に対する助成を行ってお

ります。 

《日光杉並木保護への取組み》 

栃木県が行っている「日光杉並木オー

ナー制度」に賛同し、平成8年よりオーナー

となっております。 

現在、一団体としては最多の７８本の杉を

保有しております。 

《「あしぎんの森」植樹活動》 

《足尾の山への植樹活動》 

ＮＰＯ法人「足尾に緑を育てる会」協力のも

と、当行の新入行員と栃木県産業協議会

の会員企業の新入社員による、足尾の山

への苗木の植樹を実施。          

（これまで６回実施） 

栃木県、矢板市と「企業等の森づくりに関する

協定」を締結し、栃木県県民の森（矢板市）に

「あしぎんの森」を創設。当行役職員とその家族

による植樹活動を実施。 



株価推移 
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株価（円） 売買高（千株） 足利ＨＤ（7167）株価推移 

売買高（千株） 25日間移動平均線 5日間移動平均線 
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メ モ 



事前に株式会社足利ホールディングスの許可を書面で得ることなく、本資料を転写・複製
し、又は第三者に配布することを禁止いたします。本資料は情報の提供のみを目的として作
成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘するものではありません。本資料に記載され
た事項の全部又は一部は予告なく修正又は変更されることがあります。本資料には将来の業
績に関する記述が含まれておりますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではな
く、経営環境の変化等により、実際の数値と異なる可能性があります。 


